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災害対策基本法等の一部を改正する法律案に係る規制の事前評価書 

 

１ 政策の名称 

  避難行動要支援者名簿規定の整備及び災害時における被災者の運送規定の

新設 

 

２ 規制の目的、内容及び必要性等 

 

(1) 規制の目的 

ⅰ 避難行動要支援者名簿情報に関する守秘義務 

避難行動要支援者名簿制度の創設に係る、当該名簿情報の保護 

ⅱ 被災者の運送の要請 

被災者の保護の実施のために特に必要がある際に、都道府県知事が運送

事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、被災者の運送を

行うべきことを指示することができることをできることとし、被災者の保

護に伴い円滑かつ安全な被災者の運送手段の確保をすること。 

 

(2) 規制の内容 

ⅰ 避難行動要支援者名簿情報に関する守秘義務 

   避難行動要支援者名簿情報の提供を受けた者は、正当な理由がなく、当

該名簿情報に係る避難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏らしてはな

らないこととする守秘義務を創設する。 

ⅱ 被災者の運送の要請 

   都道府県知事は、被災者の保護の実施のために特に必要がある場合には、

運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、被災者の運

送を行うべきことを指示することができることとする。 

 

(3) 規制の必要性 

政策の名称 避難行動要支援者名簿規定の整備及び災害時における被災者の

運送規定の新設 

法令（案）の名称 災害対策基本法等の一部を改正する法律案 

担当部局 政策統括官（防災担当）付 災害対策法制企画室 （参事官：

小宮 大一郎） 

評価実施時期 平成２５年４月 
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ⅰ 避難行動要支援者名簿情報に関する守秘義務 

 東日本大震災の教訓を踏まえ、災害発生時における避難行動要支援者の生

命・身体の安全を確保するため、各市町村においては「避難行動要支援者名

簿」を策定し、これを避難支援等の実施に携わる地域の関係者に提供する必

要がある。 

 この際、当該名簿に記載された情報は、身体の障害に関する情報等秘匿性

の高い個人の秘密を多く含むものであることから、名簿情報の提供を受けた

者が正当な理由なくかかる秘密をみだりに第三者に漏らすことは、当該秘密

に係る個人の権利利益を不当に害することになる。 

また、名簿情報の守秘に関して避難行動要支援者からの信頼が確保されない

場合には、名簿情報を地域の関係者に提供することについての同意が得られ

ず、当該名簿を活用した避難支援制度そのものの実効性を著しく毀損するこ

とにもなりかねない。 

ⅱ 被災者の運送の要請 

 東日本大震災の教訓を踏まえ、被災者の保護に伴い円滑かつ安全な被災者

の運送手段の確保をする必要性にかんがみ、被災者の運送に関する規定につ

いて所要の措置を講ずる必要がある。 

 

(4)法令（案）の名称とその内容 

 ・災害対策基本法等の一部を改正する法律案 

  東日本大震災から得られた教訓を今後に生かし、災害対策の強化を図るた

め、災害発生時に避難の支援が特に必要となる者についての名簿の作成その

他の住民等の円滑かつ安全な避難を確保するための措置を拡充するとともに、

あわせて国による応急措置の代行等について定める。 

 

３ 想定される代替策 

ⅰ 避難行動要支援者名簿情報に関する守秘義務 

  避難行動要支援者名簿制度の運用に際し、守秘義務を設けないこと。 

ⅱ 被災者の運送の要請 

  被災者の運送の要請に関する規定を設けないこと。 

 

４ 規制の費用・便益 

ⅰ 避難行動要支援者名簿情報に関する守秘義務  

① 費用 

 【遵守費用】 

   ＜本対策案＞ 
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名簿情報の提供を受けた者は、これにより知り得た情報に関し、守秘義

務を負うこととなるが、当該守秘義務の違反に対する罰則は設けていない

ため、義務を負う者に係る遵守費用は小さいものと想定される。 

   ＜代替案＞ 

   なんらの規制を設けないため、負担は発生しない 

 【行政費用】 

   ＜本対策案＞ 

   本制度の周知、徹底を図るための負担が発生する 

   ＜代替案＞ 

   何らの規制を設けないため、負担は発生しない 

【その他社会的費用】 

   ＜本対策案＞ 

   特になし 

   ＜代替案＞ 

   身体の障害に関する情報等秘匿性の高い個人の秘密を多く含む名簿情報

の漏えいによる当該秘密に係る個人の権利利益を不当に侵害する。 

   また、守秘義務が設けられない場合には、名簿情報の守秘に関して避難

行動要支援者からの信頼が確保されず、名簿情報を地域の関係者に提供す

ることについての同意が得られず、当該名簿を活用した避難支援制度その

ものの実効性を著しく毀損するという費用が発生する。 

 ② 便益 

   名簿を活用した避難支援制度の実効性の担保による、災害時の円滑な避

難の促進及びそれに伴う生命、身体の保護に資する。 

ⅱ 被災者の運送の要請  

① 費用 

 【遵守費用】 

   ＜本対策案＞ 

   災害が発生し、被災者の保護の実施のために特に必要が認められるよう

な限定的な場合において、指定公共機関及び指定地方公共機関たる運送事

業者が都道府県知事より被災者の運送を行うべきことを指示されることと

なる。 

   しかし、当該事業者が被災し、運送能力を失った場合等正当な理由があ

る場合には当該指示に応ずる必要はなく、事業者の自由を過度に制約する

ものではなく、発生する費用は小さいものと考えられる。 

   ＜代替案＞ 

   なんらの規制を設けないため、負担は発生しない 
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 【行政費用】 

   ＜本対策案＞ 

災害が発生し、被災者の保護の実施のために特に必要が認められるよう

な限定的な場合において、都道府県は指定公共機関及び指定地方公共機関

たる運送事業者に対し指示することができるとする規定であり、特段の行

政費用は発生しない。 

   ＜代替案＞ 

    何らの規制を設けないため、負担は発生しない 

【その他社会的費用】 

   ＜本対策案＞ 

   特になし 

   ＜代替案＞ 

   都道府県知事は、被災者の保護の実施のために特に必要がある場合にお

ける、円滑な避難に支障をきたすこととなる。 

 ② 便益 

   都道府県知事は、被災者の保護の実施のために特に必要がある場合にお

ける被災者の保護に伴い円滑かつ安全な被災者の運送手段の確保を図るこ

とができる。 

 

５ 政策評価の結果 

 本措置によって、多大な費用は発生せず、また代替案（本措置を導入しなか

った場合）の費用が多大に上る。 

 また、本措置によって得られる便益も、代替案と比べ大きいものであるとい

える。 

６ 有識者の見解その他関連事項 

  当該規定は、中央防災会議 防災対策推進検討会議最終報告（平成２４年

７月３１日）において、以下の通りの記載がなされている。 

 ・災害時要援護者名簿の作成などについて災害対策法制に位置付けるべきで

ある。 

 ・広域避難における被災者の移動手段を迅速に確保するため、各行政主体が

具体的な移動方法を避難計画等に定めるべきである。また、行政主体が運

送事業者に被災者の運送を要請できる権限や、事態に応じて都道府県や国

がプッシュ型で対応する権能についても、法的位置付けを検討すべきであ

る。 

７ レビューを行う時期又は条件 

  この法律の施行後適当な時期において、この法律の施行の状況を勘案し、
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必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

 


